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1 基本的な考え方 

 

平成 18 年に自殺対策基本法が施行され，それまで「個人的な問題」とされてきた自殺が「社

会的な問題」ととらえられるようになりました。平成 28 年には，自殺対策をさらに強化するた

めに自殺対策基本法が改正され，「誰も自殺に追い込まれることない社会の実現」を目指し，す

べての都道府県及び市町村が「地域自殺対策計画」を策定することとなりました。 

自殺は，その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には，精神保健上の問題だけでなく，

過労，生活困窮，育児や介護疲れ，いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知られて

います。自殺に至る心理としては，様々な悩みが原因で追い詰められ自殺以外の選択肢が考えら

れない状態に陥ったり，社会とのつながりの減少や生きていても役に立たないという役割喪失

感から，また，与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から，危機的な状態にまで追い詰

められてしまう過程と見ることができます。自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり

得る危機」です。 
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□社会が多様化する中で，地域生活の現場でおきる問題は複雑化・複合化している。 

□複雑化・複合化した問題が深刻化したときに自殺は起きる。「平均 4 つの要因(問題)が

連鎖する中で自殺が起きている」とする調査(*)もある。 

出典：自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク） 
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自殺に追い込まれる要因は様々で，誰にでも起こりえる問題と言えます。自殺リスクは，自己

肯定感や信頼できる人間関係・危機回避能力等の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要

因）」より，生活困窮等の「生きることの阻害要因（自殺の危険要因）」が上回った時に，自殺の

リスクが高まるとされています。 

こうしたことから，自殺対策は，「生きることの阻害要因」を減らす取り組みに加えて，「生き

ることの促進要因」を増やすこと，言い換えると「絶望を減らして希望を増やすこと」が重要に

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 数値目標 

 

 

 

※ 自殺死亡率とは，人口 10 万人当たりの自殺による死亡者数 

 

国は，自殺総合対策大綱において，自殺死亡率について「先進諸国の現在の水準まで減少させ

ることを目指し，「令和 8 年までに自殺死亡率を平成 27 年に比べて 30％以上減少」という数

値目標を掲げています。 

 本市においては，「誰も自殺に追い込まれることのないひたちなか市」を実現するために，最

終目標として「自殺者ゼロ」を目指していますが，当面の目標値として，国と同様に，令和 8 年

までに自殺死亡率を平成 27 年と比べて 30％以上減少させることを目指します。 
 

 

 

 

令和 8 年度までに年間自殺死亡率を 11.4 人以下 

出典：NPO 法人ライフリンク 

平成 27 年の自殺死亡率 16.3 人（年間自殺者数 26 人）は，当時の人口 159,480 人で算出。 

令和 8 年の自殺死亡率 11.4 人（年間自殺者数 18 人）は，推計人口 154,116 人で算出。 

ひとくちメモ 
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3 自殺対策への取り組み 

 

（1）地域におけるネットワークの強化  

 

≪現状と課題≫ 

自殺は様々な要因が重なり合って起こります。また，衝動的に突然行為に至るケースも少なく

ありません。 

現在,市役所の各部署で様々な相談事業や支援事業を行っています。 

これまで以上に地域の相談窓口や市役所の各相談窓口などの関係機関が連携を密にして，相

談や支援につなげていく必要があります。 

 

市役所各部署の相談窓口 

相談内容 相談窓口及び支援内容 担当部署 

①精神保健に関

する相談 

心の健康相談について，広く周知します。専門職（保健師・精

神保健福祉士）による精神保健相談を行いながら，必要に応じ

た情報提供，関係機関との連絡調整を行います。 

健康推進課 

②生活困窮に関

する相談 

生活に困窮する方の相談で，就労など自立に向けた支援を行い

ます。状況に応じて生活保護法に基づく保護を行い，最低限度

の生活を保障しながら自立を助長します。 

生活支援課 

③妊産婦に関す

る相談 

 

妊婦を対象とした教室や産婦健診などを通して，出産や育児に

関する相談を行いながら，産後うつなどの精神的な不調が見ら

れる場合は，関係機関との連携を図ります。 

乳幼児健診を通して，育児に関する相談に応じ，必要な助言な

どを行い不安の軽減に努めます。 

子ども（就学前）の発育に不安がある場合は，心理士等による

発達相談を行います。 

健康推進課 

④児童福祉に関

する相談 

 

子ども（18 歳未満）の養育に関する悩みごと，家族関係など

の児童福祉に関する相談を行います。 

ひとり親の方の自立に向けた生活全般の相談に応じます。 

養育環境に課題がある家庭に対して，要保護児童対策地域協議

会を通した協議などを行います。 

子ども政策課 

⑤子育て相談 

 

子育てで困った時，悩んだ時，保健師や保育士等が一緒に考え，

アドバイスします。 

健康推進課 

子ども政策課 

子育て支援センター 

⑥青少年相談 青少年や保護者の困りごとや悩みごとの相談を受けています。 青少年課 
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⑦教育相談 

 

幼児の子育てに関する悩みや，小中学生の不登校，いじめ，友

人関係，非行などの悩みについて，教育に関する専門の相談員

が面接や電話・メールで相談に応じます。 

教育研究所 

⑧障害福祉に関

する相談 

 

障害者（児）に関する相談で，生活するうえで必要となる障害

福祉のサービスの支給決定，障害者手帳の発行，自立支援医療

の支給決定などを行います。 

障害福祉課 

⑨発達相談 

 

中学生までの子どもの発達についての不安や悩みごとなどの

相談に応じます。 

障害福祉課 

(みんなのみらい支援室) 

⑩高齢福祉に関

する相談 

高齢者に関する相談を行いながら，介護保険サービスの案内や

介護保険以外の関連サービスを提供します。 

認知症に関する相談に対し必要に応じて，認知症初期集中支援

チームがサポートします。 

介護保険課 

高齢福祉課 

(地域包括支援センター) 

⑪市民相談 民事的な困りごと，悩みごとの相談や相続，離婚，金銭貸借等

の相談に応じ，専門の相談先等の案内を行います。 
広報広聴課 

⑫消費生活相談 消費契約に関するトラブルなどの相談を行います。 女性生活課 

⑬女性のための

相談 

女性が日常生活で抱える様々な悩み，配偶者やパートナーによ

る暴力についての相談を行います。                      
女性生活課 
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 ○悩んだ時は，一人で抱え込まずに誰かに助けを求めることが出来るように，相談しましょう。 

 ○身近な人が悩んでいたら，声をかけ，話を聞いてあげましょう。 

 

○市役所内部及び外部の関係機関と連携強化に取り組みます。 

自殺予防や心の健康づくりに関する個別の支援を通して，市役所各部署が

連携の強化を図っていきます。 健康推進課 

生活支援課 

障害福祉課 

高齢福祉課 

子ども政策課 

介護保険課 

地域包括支援センター 

その他関係機関 

地域の組織及び民間福祉サービス事業所等において，相談・見守り・貸付

け等の活動を展開しており，個別支援の機会に連携の強化を図っていきま

す。 

諸問題の包括的な解決を図る支援体制づくりを推進するとともに，ネット

ワークを強化していきます。 

市役所，地域の組織及び民間福祉サービス事業所等の担当者がそれぞれの

業務において「生きることの促進要因」を増やす取り組みができるよう，

情報提供を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

市民の取り組み 

 

主な取り組み 

 

市の取り組み 

 

SOSを発信 

本人・家族 

学校・職場 

行政 

地域包括 

支援センター 

医療機関 

専門機関 

近所・親族 

福祉・介護分野 

などの支援者 

民生委員 

連携強化 

ゲートキーパー 
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（2）自殺対策を支える人材の育成  

 

≪現状と課題≫ 

自殺の危険がある場合，本人の気づきだけでなく，周囲の気づきや声かけにより，早期発見・

早期対応につながることがあります。市民一人ひとりが，身近な人の自殺のサインに気付き，声

かけや見守りなどの適切な対応が行えるようにゲートキーパーを養成する必要があります。 

平成23年より民生委員や市職員を対象にゲートキーパー研修会を年1回開催してきました。

平成 27 年度からは，対象を市民に広げるとともに，年 2 回の開催とし，初めての受講者向け

と 2 回目以降の受講者向けに内容を分けて実施しています。令和 2 年度までに延べ 15 回開催

し，696 人の方が受講されています。 

また，生きることの包括的な支援に関わる関係者や支援者等を含めた様々な分野で研修等を

実施し，相談・支援体制を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ゲートキーパー研修会の実績と今後の取り組み≫ 

 

 

年 度 開催回数・対象者 累計参加者 

 

平成 23～ 

26 年度まで 

年 1 回(計 4 回) 

民生委員・市職員 
314 人 

平成 27～ 

令和元年度まで 

年 2 回(計 10 回) 

市民・民生委員・市職員 
646 人 

 

令和 2 年度 
年 1 回(コロナの影響により) 

市民・民生委員・市職員 
696 人 

 

令和 3 年度 

年 2 回 

市民・民生委員・市職員 

理美容業者等 

766 人 

令和 4 年度～ 

8 年度まで 

年 2 回 

市民・民生委員・市職員 

教職員・関係機関の支援者（子ども・障害者・高齢者等の様々な

分野における職種の方々） 

1,000 人 

ゲートキーパーとは，自殺の危険を示すサインに気づき，適切な対応（悩んでいる人に気づき，

声をかけ，話を聞いて，必要な支援につなげ，見守る）を図ることができる人のことで，「命の

門番」とも位置付けられる人です。 

ひとくちメモ 
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○ゲートキーパー研修会へ参加して，身近な人の自殺のサインに気付けるようにしましょう。 

 

○ゲートキーパー研修会を継続的に実施します。 

ゲートキーパーの重要性を理解していただくとともに，誰もが身近な人の

支えとなるための知識の習得を推進します。 
健康推進課 

臨床心理士やカウンセラーなどの専門職を講師とし，実際の相談場面を想

定した参加者同士のロールプレイングを行い，より実践的・効果的な研修

を行います。 

健康推進課 

教職員や関係機関の支援者など，より幅広い職種の方々に参加対象者を拡

大していきます。 
健康推進課 

 

≪指標≫ 

指 標 R３現状値 目標値 
目標値設定 

の考え方 

ゲートキーパー研修会の累計参加者数 7６6人 1,000人 市独自 

 

  

市民の取り組み 

 

主な取り組み 

 

市の取り組み 
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（3）自殺予防の普及・啓発  

 

≪現状と課題≫ 

自殺に追い込まれる危機というのは，「誰にでも起こりうる危機」ですが，追い込まれた人の

心情や背景が理解されにくい実情があります。そのため，心情や背景への理解を深めるとともに，

誰かに助けを求めることが出来るということが，社会全体の共通認識となるよう，普及啓発を

行う必要があります。 

自殺に追い込まれる人は，不眠・原因不明の体調不良などの自殺の危険性を示すサインを発し

ていることが多いと言われます。身近にいるかもしれない自殺に追い込まれる人のサインに早

期に気づき，精神科医等の専門家につなぎ，協力しながら見守っていけるよう，市民全員が正し

い知識を習得できるよう普及啓発を行う必要があります。 

 

 

 

○自殺に追い込まれる人の心情や背景への理解を深める。 

○いのちの大切さを学ぶ。 

 

○自殺予防の普及啓発を行っていきます。 

自殺予防について学び，命の大切さを理解する機会を作るため，こころの

健康づくり講演会（自殺予防対策講演会）を開催します。 
健康推進課 

気持ちが落ち込んだ時のセルフケアの方法等を周知することにより，自殺

予防に努めます。 
健康推進課 

自殺予防週間（9 月 10日～16 日まで）と自殺対策強化月間（3 月）にお

いて，普及啓発活動を実施します。 
健康推進課 

ホームページや市報等により，自殺・自殺関連を含めた精神保健福祉に関

する正しい知識の普及を促進するとともに，悩みを抱えている方に問題解

決を図るため適切な相談窓口に関する情報発信をします。 

健康推進課 

スマートフォンやＳＮＳの普及により，気軽に，セルフチェックや相談が

できるツールが開発・研究されており，これらの知見を活用して，市民が

チェックしやすく，様々な相談機関の紹介につながるようなセルフチェッ

クできるツールの導入に努めます。 

健康推進課 

 

 

市民の取り組み 

 

主な取り組み 

 

市の取り組み 
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（4）児童生徒の命の大切さを実感できる教育の推進  

 

≪現状と課題≫ 

厚生労働省の令和 3 年度版自殺対策白書（令和 2 年の状況）によれば，「19 歳以下」又は「学

生・生徒等」における自殺の原因・動機は，いずれも「学校問題」が最多となっており，次いで

「健康問題」「家庭問題」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 歳未満の若年層，特に児童・生徒は，地域の相談機関や抱えた問題の解決策を知らないが

ゆえに支援を得ることができず自殺に追い込まれる人が少なくありません。 

様々な相談先があることを普及啓発するとともに，様々な困難に対応できるスキルやセルフ

ケア，SOS の出し方・友人の SOS に気付くことなどの教育を実施する必要があります。 

子どもが「死にたい」と打ち明けたとき，家族や教職員，地域の方などの周りの大人が，訴え

を傾聴し，適切な対応ができるようにする必要があります。また，家族や教職員などの周りの大

人は，子どもや若者が出した SOSへの気づきの力を高め，適切に対応できるようにする必要が

あります。 

 

家庭と学校と地域と関係機関等が連携を強化することが重要になります。 
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子ども・若者 

○悩みを周りの大人へ相談しましょう。 

○セルフケアや SOS の出し方，友人の SOS に気付くことなど，自殺予防の知識を身に付けま

しょう。 

 家族・地域の支援者 

○ゲートキーパー研修会等に参加し，自殺予防の知識を身に付けましょう。 

○学校や相談機関など複数の支援者や関係機関と連携しましょう。 

 

 ○子ども・若者・家族や地域の支援者に対し，自殺予防について普及啓発していきます。 

小・中学校等において，命や暮らしの危機に直面したとき，誰にどのよう

に助けを求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶと同時に，悩み

の相談や問題解決に活用する「SOS の出し方に関する教育」を推進してい

きます。 

指導課 

子どもが出した SOS への気付きの力を高め，適切に対応できるよう教職

員の資質の向上を図ります。 
指導課 

教職員や支援者が，子どもの些細な言動から，個々の置かれた状況や心理

状況を推し量り，適切な対応ができるように，ゲートキーパー研修会等を

実施していきます。 

健康推進課

指導課 

アンケート調査や教育相談等を実施し，悩みを抱える児童生徒の早期発見

に努めます。 
指導課 

学級担任や養護教諭等を中心としたきめ細やかな健康観察や健康相談の実

施等により，児童生徒の状況を的確に把握し，スクールカウンセラー等に

よる支援を行うなど，心の健康問題に適切な対応に努めます。 

指導課 

 

 

 

 

市民の取り組み 

 

主な取り組み 

 

市の取り組み 

 


